
財務書類の概要 

(1) 財務書類の作成方法 

  作成基準 総務省統一基準 

  対象年度 令和元年度（基準日：令和２年 3 月 31 日） 

       出納整理期間（令和２年 4 月 1 日から 5 月 31 日まで）を含む 

 

(2) 貸借対照表（ＢＳ） 

貸借対照表は会計年度末時点で、住民サービスを提供するために所有する資産（土地・建物・車

両など）がどれだけあり、その資産を形成するために今までどのような財源（負債、純資産）で

賄ってきたのかを表す財務書類です。 

  

ごみ処理施設、車両・機材等 

固定資産 

 土地          ９８８４万円 

 建物       １４億５４９９万円 

工作物         ２２３５万円 

 物品          ５２６８万円 

ごみ処理施設等に係る債務 

 地方債等     ３億５５５８万円 

  

 

職員に係る福利厚生等の債務 

 賞与引当金  ３９２万円 

 預り金    ９万円 
職員退職金の引当超過額 

投資その他の資産 

 その他基金       １６５２万円 負債合計     ４億２６８万円 

債務返済の財源等 

流動資産 

 現金預金        ６４７０万円 

純資産残高 

これまでの世代の負担残額を表します。 

マイナス残高の場合は将来負担を表します。 

資産合計     １７億１５１０万円 純資産合計     １３億１２４２万円 

 



施設設備と減価償却について 

消防施設や車両等は年数を経ることにより老朽化し、資産の価値としても減額されます。 

財務書類では、この経年劣化を減価償却費として表します。 

消防施設や車両等のそれぞれに法令で定められた耐用年数（使用に耐える年数）があり、取得価

額を耐用年数で等分し減価償却することから、減価償却累計額の比率が多くなると施設設備が老

朽化していることを表します。 

 

 

  

資産の科目名・金額 
令和元年度 

償却比率 

平成 30 年度 

償却比率 

処理施設等建物 

建物（取得価額）    ４０億５４２２万円 

建物減価償却累計額   ２５億９９２２万円 

３２％ ６６．４％ 

車両・機材等 

物品（取得価額）   １億４０４３万円 

物品減価償却累計額   ８２７４万円 

５８．９％ ５５．６％ 

 



(3) 行政コスト計算書（ＰＬ） 

行政コスト計算書は、当該年度に行った行政活動にどのような費用がかかったのかを表す財務書

類です。 

 

 

  

日常的にかかるコスト 

経常費用 

 人件費      ８８２９万円 

 ・給与や退職引当、共済掛金等 

 物件費等     ３億７２７４万円 

 ・消耗品や維持補修費、委託費用等 

  （うち減価償却費１億３３９７万円） 

その他の業務費用    １３１万円 

 ・支払利息や火災保険料等 

移転費用      ３４７万円 

・活動補助金、退職手当負担金、税金等 

 

日常的に受ける収益 

経常収益 

 使用料及び手数料     ２２４０万円 

 ・ごみ処理手数料等 

 その他経常収益     １９４２万円 

 ・リサイクル品売却等 

臨時に受ける収益 

臨時利益 

     なし 

収益計        ４１８２万円 

臨時にかかるコスト 

臨時損失 

 資産除売却損      １２９９万円 

 ・廃棄資産の取壊し費用等 

純行政コスト 

行政活動にかかるコストの純額です。 

このコストは構成市町からの負担金や行政他

団体からの負担金で賄われています。 

費用計       ４億７８８１万円 純行政コスト    ４億３６９８万円 

 



(4) 純資産変動計算書（ＮＷ） 

純資産変動計算書は、純資産が１年間でどのように変動したのかを表す財務書類です。 

また、単年度の損益は本年度純資産変動額（Ｂ）に現れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前年度末純資産残高（Ａ）   １４億６６１０万円 

純行政コストの財源計算 

純行政コスト        －４億３６９８万円 

税収等            ２億８３３１万円 

（構成市町等の負担金） 

本年度差額          －１億５３６７万円 

純資産の評価増減、寄付等 

純資産評価差額             なし 

無償所管換等              なし 

（寄贈による資産の増加） 

本年度純資産変動額（Ｂ）   －１億５３６７万円 

本年度末純資産残高      １３億１２４２万円 

（Ａ）＋（Ｂ） 

 



(5) 資金収支計算書（ＣＦ） 

資金収支計算書は、１年間の現金預金の収入と支出を表す財務書類です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務活動収支 

行政活動に伴う費用支出と収入 

業務支出            ３億２８７１万円 

業務収入            ３億２４５９万円 

臨時支出              １２９９万円 

臨時収入             なし 

業務活動収支（Ａ）         －２０５７万円 

投資活動収支 

固定資産の取得支出や固定資産の売却、基金の取崩収入など 

投資活動支出            3 億３１９１万円 

投資活動収入                 なし 

投資活動収支（Ｂ）        －３億３１９１万円 

財務活動収支 

地方債等による資金調達及び償還 

 財務活動支出              １８３万円 

 財務活動収入           ３億５６３０万円 

財務活動収支（Ｃ）         ３億５４４６万円 

本年度資金収支額(A)＋(B)＋(C)    １９６万円 

前年度末資金残高            ６２６４万円 

本年度末資金残高            ６４６１万円 

貸借対照表の現金預金は、歳計外現金９万円を合わせた 

６４７０万円が残高となります。 



【様式第1号】

自治体名：岩手・玉山環境組合

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,694,506,844   固定負債 399,677,131

    有形固定資産 1,633,875,844     地方債等 355,584,131

      事業用資産 1,576,191,617     長期未払金 -

        土地 98,836,319     退職手当引当金 44,093,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 4,054,224,718     その他 -

        建物減価償却累計額 -2,599,225,420   流動負債 47,096,005

        工作物 24,840,000     １年内償還予定地方債等 43,081,604

        工作物減価償却累計額 -2,484,000     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 3,920,571

        航空機 -     預り金 93,830

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 446,773,136

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 1,694,506,844

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -382,066,106

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 140,432,780

      物品減価償却累計額 -82,748,553

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 60,631,000

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 60,631,000

        減債基金 -

        その他 60,631,000

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 64,707,030

    現金預金 64,707,030

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 1,312,440,738

資産合計 1,759,213,874 負債及び純資産合計 1,759,213,874

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：岩手・玉山環境組合

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 437,030,363

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

  臨時損失 12,990,476

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 12,990,476

    使用料及び手数料 22,406,260

    その他 19,420,139

純経常行政コスト 424,039,887

      社会保障給付 -

      その他 184,600

  経常収益 41,826,399

        その他 1,281,619

    移転費用 3,454,722

      補助金等 3,270,122

      その他の業務費用 1,312,559

        支払利息 30,940

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 125,881,117

        減価償却費 133,978,862

        その他 -

        その他 42,674,782

      物件費等 372,741,225

        物件費 112,881,246

        職員給与費 41,762,427

        賞与等引当金繰入額 3,920,571

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 465,866,286

    業務費用 462,411,564

      人件費 88,357,780

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：岩手・玉山環境組合

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 1,466,157,101 1,494,359,582 -28,202,481 -

  純行政コスト（△） -437,030,363 -437,030,363 -

  財源 283,314,000 283,314,000 -

    税収等 283,314,000 283,314,000 -

    国県等補助金 - - -

  本年度差額 -153,716,363 -153,716,363 -

  固定資産等の変動（内部変動） 197,897,262 -197,897,262

    有形固定資産等の増加 331,919,124 -331,919,124

    有形固定資産等の減少 -133,978,862 133,978,862

    貸付金・基金等の増加 - -

    貸付金・基金等の減少 -43,000 43,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - 2,250,000 -2,250,000

  本年度純資産変動額 -153,716,363 200,147,262 -353,863,625 -

本年度末純資産残高 1,312,440,738 1,694,506,844 -382,066,106 -

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

自治体名：岩手・玉山環境組合

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 1,052,123

本年度歳計外現金増減額 -958,293

本年度末歳計外現金残高 93,830

本年度末現金預金残高 64,707,030

財務活動収支 354,465,735

本年度資金収支額 1,967,392

前年度末資金残高 62,645,808

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 64,613,200

    地方債等償還支出 1,834,265

    その他の支出 -

  財務活動収入 356,300,000

    地方債等発行収入 356,300,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -331,876,124

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,834,265

    その他の支出 -

  投資活動収入 43,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 43,000

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 331,919,124

    公共施設等整備費支出 331,919,124

    基金積立金支出 -

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 12,990,476

  臨時収入 -

業務活動収支 -20,622,219

【投資活動収支】

    税収等収入 283,314,000

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 22,406,260

    その他の収入 18,876,139

  臨時支出 12,990,476

    移転費用支出 3,454,722

      補助金等支出 3,270,122

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 184,600

  業務収入 324,596,399

    業務費用支出 328,773,420

      人件費支出 88,698,498

      物件費等支出 238,762,363

      支払利息支出 30,940

      その他の支出 1,281,619

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 332,228,142
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連結会計等財務書類に対する注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 ··············································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの ·················· 再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの ······················· 取得原価 

取得原価が不明なもの ································ 再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産 ··············································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの ······················· 取得原価 

取得原価が不明なもの ································ 再調達原価 

 

(2) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） ········· 定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 15 年～50 年 

物品 3 年～20 年 

 

(3) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として

支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当組合へ按分され

る額を加算した額を控除した額を計上しています。  

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(4) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

 

（5）消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 
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(5) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２ 追加情報 

(1) 連結対象団体 

ア 連結対象会計 

  一般会計 

イ 連結対象団体 

団体名 区分 連結の方法 

岩手県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235条の 5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整して

います。 

 

（3）表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（4）売却可能資産の範囲及び内訳は、次の通りです 

 ア 範囲 

   予算において、財産収入として措置されている公共資産 

 イ 内訳 

   該当資産なし 



自治体名：岩手・玉山環境組合 年度：令和元年度
会計：連結会計

（単位：円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

事業用資産 3,849,891,513 328,009,524 - 4,177,901,037 2,601,709,420 127,166,940 1,576,191,617

　土地 98,836,319 - - 98,836,319 - - 98,836,319

　立木竹 - - - - - - -

　建物 3,005,115,194 - - 3,005,115,194 1,915,774,679 84,179,141 1,089,340,515

　建物付属設備 721,100,000 328,009,524 - 1,049,109,524 683,450,741 40,503,799 365,658,783

　工作物 24,840,000 - - 24,840,000 2,484,000 2,484,000 22,356,000

　船舶 - - - - - - -

　浮標等 - - - - - - -

　航空機 - - - - - - -

　その他の有形固定資産 - - - - - - -

　建設仮勘定 - - - - - - -

物品 136,523,180 3,909,600 - 140,432,780 82,748,553 6,811,922 57,684,227

　機械器具 - - - - - - -

　物品 136,523,180 3,909,600 - 140,432,780 82,748,553 6,811,922 57,684,227

　美術品 - - - - - - -

合計 3,986,414,693 331,919,124 - 4,318,333,817 2,684,457,973 133,978,862 1,633,875,844

有形固定資産の明細



自治体名：岩手・玉山環境組合 年度：令和元年度
会計：連結会計

（単位：円）

区分
生活インフラ・ 

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 - - - 1,576,191,617 - - - 1,576,191,617

　土地 - - - 98,836,319 - - - 98,836,319

　立木竹 - - - - - - - -

　建物 - - - 1,089,340,515 - - - 1,089,340,515

　建物付属設備 - - - 365,658,783 - - - 365,658,783

　工作物 - - - 22,356,000 - - - 22,356,000

　船舶 - - - - - - - -

　浮標等 - - - - - - - -

　航空機 - - - - - - - -

　その他の有形固定資産 - - - - - - - -

　建設仮勘定 - - - - - - - -

物品 - - - 57,684,227 - - - 57,684,227

　機械器具 - - - - - - - -

　物品 - - - 57,684,227 - - - 57,684,227

　美術品 - - - - - - - -

合計 - - - 1,633,875,844 - - - 1,633,875,844

有形固定資産に係る行政目的別の明細


